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(57)【要約】
　接着促進剤、前記接着促進剤を含むコーティング組成物、並びに接着促進剤及びコーテ
ィングの製造方法。前記接着促進剤は、少なくとも１種のアミン含有化合物を有するオレ
フィンベースのポリマーである。前記アミンは、前記コーティングのための触媒として使
用され得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フィルム形成成分と接着促進剤とを含むコーティング組成物であって、前記接着促進剤
が、オレフィンベースのポリマーと少なくとも１種のアミン化合物とを含む、前記コーテ
ィング組成物。
【請求項２】
　前記アミン化合物が、ジメチルアミノエタノール、アミノメチルプロパノール及びそれ
らの混合物から成る群から選択される、請求項１に記載のコーティング組成物。
【請求項３】
　前記アミン化合物が、総ビヒクル質量に対して約１質量％から約２質量％の量で存在す
る、請求項１に記載のコーティング組成物。
【請求項４】
　前記オレフィンベースのポリマーが、カルボキシル官能性接着コポリマーを含む、請求
項１に記載のコーティング組成物。
【請求項５】
　前記オレフィンベースのポリマーが、ヒドロキシル、チオール、アミド、カルバメート
、尿素、酸、フェノール及びそれらの組合せから成る群から選択される少なくとも１種の
官能基を含む、請求項１に記載のコーティング組成物。
【請求項６】
　前記オレフィンベースのポリマーが、総ビヒクル質量に対して約０．０１質量％から約
３０質量％の量で存在する、請求項１に記載のコーティング組成物。
【請求項７】
　前記接着促進剤が、約１．５Ｍｏｈｍ未満の湿式塗料抵抗を提供する、請求項１に記載
のコーティング組成物。
【請求項８】
　前記接着促進剤が、約０．０２Ｍｏｈｍ未満の乾燥フィルム抵抗を提供する、請求項１
に記載のコーティング組成物。
【請求項９】
　オレフィンベースのポリマー接着促進剤組成物を基材に塗布すること、及び
主要樹脂と架橋剤とを含むコーティング組成物を前記接着促進剤組成物に塗布すること
を含む、コーテッド基材を形成する方法であって、前記接着促進剤組成物が、総ビヒクル
質量に対して約１質量％から約２質量％の間の量で少なくとも１種のアミン含有化合物を
含み、かつ前記コーティング組成物の主要樹脂又は架橋剤と反応しない官能基を有する、
コーテッド基材を形成する方法。
【請求項１０】
　前記アミン含有化合物が、ジメチルアミノエタノール及びアミノメチルプロパノールか
ら成る群から選択される、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記コーティング組成物の形成における触媒として前記アミン含有化合物を使用するこ
とを含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　下塗成分へのトップコート層の転移効率を向上させる方法であって、
カルボキシル官能性オレフィンベースのポリマー組成物を基材に塗布して下塗成分を提供
すること、及び
主要樹脂と架橋剤とを含むコーティング組成物を前記下塗成分に塗布してトップコート層
を形成すること
を含み、前記カルボキシル官能性オレフィンベースのポリマーを少なくとも１種のアミン
含有化合物で中和して塩添加カルボキシル官能性ポリマーを形成する、下塗成分へのトッ
プコート層の転移効率を向上させる方法。
【請求項１３】
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　前記アミン含有化合物が、ジメチルアミノエタノール、アミノメチルプロパノール及び
それらの組合せから成る群から選択される、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記コーティング組成物の形成における触媒として前記アミン含有化合物を使用するこ
とを含む、請求項１２に記載の方法。
【請求項１５】
　前記塩添加カルボキシル官能性ポリマーを用いて水性接着コポリマーを形成する、請求
項１２に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、接着促進剤と、硬化性コーティング組成物、とりわけ熱可塑性ポリオレフィ
ン（ＴＰＯ）等のオレフィン基材の上に塗布される組成物と；コーティングの作製方法と
に関する。
【０００２】
　接着添加剤は、自動車コーティング産業の全体に亘って公知である。接着添加剤は、基
材と自動車用トップコート系、例えば柔軟性ベースコート及び柔軟性クリアコートを含む
トップコート系との接着を促進するために、プライマーサーフェーサにおける成分又は他
の中間コーティング組成物としてしばしば用いられる。一般に、プラスチック基材は、硬
化性（又は熱硬化性）コーティング組成物でコーティングされ得る。色付きでかつクリア
な複合コーティングは、例外的な光沢、色の深み、イメージの明瞭さ又は特別な金属的効
果が要求されるトップコートとして特に有用であった。
【０００３】
　主にプライマーサーフェーサにおいて用いられるように、接着添加剤は、典型的には溶
媒系プライマーサーフェーサであるが、基材としてのバンパー、即ち外観部分、又は他の
トリム部品に塗布される水性プライマーサーフェーサにおいても使用され得る。典型的に
は、これらの基材は、熱可塑性ポリオレフィン（ＴＰＯ）から構成され、中間溶媒系プラ
イマーサーフェーサ層内に接着コポリマーを含有することなく、トップコート系をＴＰＯ
基材から離層することができる。
【０００４】
　１種の接着添加剤としては、実質的に飽和したオレフィンブロックと少なくとも１つの
（ポリ）エステル又は（ポリ）エーテルブロックとを有するオレフィンベースのポリマー
又はコポリマーが挙げられる。オレフィンベースのブロックポリマー又はコポリマーは、
典型的には、有機溶媒、例えばキシレン、トルエン等に存在する。接着コポリマーの個別
の成分、即ちオレフィンベースのポリマー又はブロックコポリマーは、頻繁に有機溶媒中
に沈降する。この沈降によって、接着組成物が不安定になり、即ち、保存安定性が劣化し
、故に溶媒系プライマーの成分としての使用に適切でなくなる。
【０００５】
　湿式塗料及び乾燥フィルムコーティングの導電率が、それぞれ接着促進剤及びトップコ
ートの転移効率に影響することが分かっている。非常に高い抵抗を有する典型的なプラス
チック成分上の接着促進剤の高い転移効率を得るため、典型的には、大量の、しばしば式
量に対して約５から２５％の量の極性溶媒を用いて導電率を調整してきた。
【０００６】
　より効率的な静電スプレーの塗布を可能にするために、苛酷な試験条件下における向上
した接着性及び向上した導電率を含む向上した物性を提供するコーティング組成物のより
安定な接着促進剤成分を更に有するコーティング組成物を、大量の極性溶媒を添加するこ
となく提供することが望ましい。
【０００７】
　本発明の開示は、コーティング組成物における主要樹脂又は架橋性樹脂と反応しない他
の接着促進官能基に加えて少なくとも１種のアミン含有化合物を有する、オレフィンベー
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スのポリマー若しくはブロックコポリマー又はこれらの混合物を含む接着促進組成物を提
供する。また、本発明の開示は、接着促進剤を含むコーティング組成物をも提供する。
【０００８】
　各種実施形態において、アミン含有化合物は、ジメチルアミノエタノール及びアミノメ
チルプロパノールから成る群から選択される。アミン含有化合物は、典型的には、総ビヒ
クル質量に対して約１質量％から約２質量％の量で存在する。オレフィンベースのポリマ
ーは、カルボキシル官能性接着コポリマーと、ヒドロキシル、チオール、アミド、カルバ
メート、尿素、酸、フェノール及びそれらの組合せから成る群から選択される少なくとも
１種の官能基とを含むことができる。オレフィンベースのポリマーは、典型的には、総ビ
ヒクル質量に対して約０．０１質量％から約３０質量％の量で存在する。
【０００９】
　本発明の開示の接着促進剤と共に使用されるコーティング組成物は、約１．５Ｍｏｈｍ
未満又は約１Ｍｏｈｍ未満の湿式塗料抵抗を提供することができる。コーティング組成物
は、約０．０２Ｍｏｈｍ未満又は約０．０１Ｍｏｈｍ未満の乾燥フィルム抵抗を提供する
ことができる。
【００１０】
　接着促進剤及び前記接着添加剤を含むコーティングの製造方法も提供される。下塗成分
へのトップコート層の転移効率を向上する方法は、カルボキシル官能性の、オレフィンベ
ースのポリマー組成物を基材に塗布して、下塗成分を提供すること、並びに主要樹脂及び
架橋剤を含むコーティング組成物を前記下塗成分に静電塗装して、トップコート層を形成
することを含む。カルボキシル官能性ポリマーを、少なくとも１種のアミン含有化合物に
よって中和して、塩添加カルボキシル官能性ポリマーが形成される。更に、ある種の実施
形態において、アミン含有化合物は、コーティング組成物の形成において触媒として使用
され得る。
【００１１】
　以下の記載は、事実上単に例示的なものであって、いかなる場合においても本開示、そ
の適用又は用途を限定することを意図するものではない。
【００１２】
　本明細書において用いられる「ａ」及び「ａｎ」は、「少なくとも１つの」アイテムが
存在することを示し；可能な場合、複数のかかるアイテムが存在することができる。値に
適用する場合、「約」は、算出又は測定が、値におけるなんらかのわずかな不正確性を許
容することを示す（値における正確さにいくらか近づいて；近似的又は合理的に値に近く
；ほぼ）。一方で、何かの理由で、「約」によってもたらされる不正確性が、この通常の
意味で本技術分野において理解されない場合、本明細書において用いられる「約」は、値
において最高５％の可能な変化を示す。全体において用いられるように、範囲は、その範
囲内にあるいずれの値をも記載するための略記として用いられる。範囲内の任意の値は、
範囲の限界として選択することができる。
【００１３】
　接着促進剤は、典型的には、プラスチック基材とトップコート層の間のプライマー層を
提供するためにＴＰＯ等のプラスチック基材の上に塗布されるように設計された溶媒系接
着促進プライマーである。本分野において公知であるように、接着促進剤は、プラスチッ
クに対するトップコートの接着性を向上させるのに役立つ。本発明の開示は、コーティン
グ組成物における主要樹脂又は架橋性樹脂と反応しない他の接着促進官能基に加えて少な
くとも１種のアミン基含有化合物を含む、オレフィンベースのポリマー若しくはブロック
コポリマー又はこれらの混合物を含む接着促進組成物を提供する。本明細書において用い
られる場合、「主要樹脂」という用語は、フィルム形成態様を提供することができる主な
樹脂を指して用いられる。ある種の例において、主要樹脂は、最大量で存在する樹脂であ
ってよい。本発明の開示の接着促進剤は、好ましくは、少なくとも１種のカルボキシル官
能性接着促進ポリマーを含む。塩を接着促進ポリマーに内的に添加するために少量のアミ
ンを提供することができる。ポリマーのカルボキシル基をアミンで中和して塩を形成する
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ことによって、（塩を添加していないカルボキシルポリマーをコーティングする組成物と
比較して）塩の高導電率のために、中和されたポリマーを含有する組成物の抵抗が低下す
ることが分かった。
【００１４】
　より具体的には、アミンの添加は、湿式塗料抵抗及び乾燥フィルム抵抗を向上させる（
即ち低下させる）ことが分かった。湿式塗料抵抗の低下は、静電スプレー塗装を介して、
部品への接着促進剤の転移効率を高くする。乾燥フィルム抵抗の低下は、より効率的な塗
装工程のためにプラスチック部品へのトップコート層の転移効率を向上させる。本発明の
開示の接着促進剤により、導電率を調整するために大量の極性溶媒を用いる必要はなくな
り、それによってより安定なコーティング調合物がもたらされる。更に、アミン含有化合
物がコーティング組成物層の形成における触媒として使用され得ることが分かった。非限
定的な例として、二成分ウレタントップコートと共に用いる場合、アミンは、接着促進剤
又はプライマー層から揮発することができ、トップコート層を硬化させる際のイソシアネ
ート－アルコール反応のための触媒としての役割を果たすことができた。
【００１５】
　本発明の開示の接着促進剤は、硬化条件に付した際にコーティング組成物のフィルム形
成成分と実質的に非反応性である、その上に官能基を有する少なくとも１種のオレフィン
ベースのポリマー又はコポリマーを含むことができる。本発明のオレフィンベースのポリ
マー又はコポリマーは、好ましくは約１０００から約５０００までの、より好ましくは約
１０００から約３５００までの、いっそうより好ましくは約１５００から約３５００まで
の数平均分子量を有する飽和又は実質的に飽和したポリオレフィンから製造することがで
きる。基材、好ましくはＴＰＯ基材への接着を促進するために接着促進剤がコーティング
において用いられる。本明細書において用いられる場合、オレフィンベースの接着促進剤
は、オレフィンベースのポリマー及びオレフィンベースのブロックコポリマーの両方に帰
因する。
【００１６】
　オレフィンベースのポリマーは、多官能性ポリジエンポリマーの水素化によって生成す
ることができる。ポリジエンポリマーは、活性水素供与体である任意の官能基、又は活性
水素供与体に転化されかつオレフィンベースのポリマーを含有するコーティング組成物中
の主要若しくは架橋性樹脂上の官能基と反応性でない基を有することができる。ポリカル
ボキシル化及びポリヒドロキシル化ポリジエンポリマーは、それらの商業的入手性のため
に最も容易に利用され得る。ポリヒドロキシル化ポリジエンポリマーは、その開示内容全
体がそれぞれ参考として本明細書で援用される米国特許第４０３９５９３号、第５３７６
７４５号、第５４８６５７０号及び再発行第２７１４５号に記載されているように、イソ
プレン又はブタジエン等のモノマーのアニオン重合を行い、アルキレンオキシド及びメタ
ノールで重合生成物をキャップすることによって生成することができる。ヒドロキシル官
能性オレフィンポリマーを形成するために少なくとも９０パーセント、好ましくは少なく
とも９５％及びいっそうより好ましくは本質的に１００％完全である二重結合の水素化に
よってポリヒドロキシル化ポリジエンポリマーを実質的に飽和させる。ヒドロキシル官能
性飽和オレフィンポリマーのヒドロキシル当量は、約５００から約２００００であり得る
。次いで、このように製造されたヒドロキシ官能性オレフィンベースのポリマーをヒドロ
キシル官能基と反応性の化合物と反応させて、コーティング組成物における主要樹脂又は
架橋性樹脂と非反応性の官能基を提供する。かかる非反応性官能基としては、チオール、
酸、エポキシ及び水素供与体及び／又は受容体官能基が挙げられる。
【００１７】
　別の場合、オレフィンベースのポリマーは、オレフィンブロックと少なくとも１つの（
ポリ）エステル、（ポリ）ウレタン又は（ポリ）エーテルブロックとを有するブロックコ
ポリマーを含むことができる。「（ポリ）エステルブロック」「（ポリ）ウレタンブロッ
ク」及び「（ポリ）エーテルブロック」という用語により、ポリオレフィン原料が、エス
テル、ウレタン又はエーテル結合の形成を介して１つ以上のモノマー単位で変性されるこ
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とを意味する。本発明の開示の目的のために、「（ポリ）エステルブロック」は、２つ以
上のモノマー単位の場合、モノマー単位が、主に、好ましくは排他的に、頭－尾結合で配
置されるという特別な意味を有する。
【００１８】
　オレフィンベースのポリマーは、ヒドロキシル官能性の飽和又は実質的に飽和したオレ
フィンポリマーと、ヒドロキシル基と反応性である鎖延長試薬とを反応させることによっ
て製造することができ、モノマー単位の頭－尾配置において重合する。かかる鎖延長試薬
としては、限定されるものではないが、ラクトン、ヒドロキシカルボン酸、オキシラン官
能性材料（例えばアルキレンオキシド）及びこれらの組合せが挙げられる。鎖延長試薬の
例としては、ラクトン及びアルキレンオキシドがある。これらの具体例としては、εカプ
ロラクトン、エチレンオキシド及びプロピレンオキシドが挙げられる。次いで、このよう
に形成されたオレフィンベースのブロックポリマー上のヒドロキシ基を化合物と反応させ
て、コーティング組成物の主要樹脂又は架橋性樹脂と反応しない接着促進官能基を提供す
る。
【００１９】
　好ましくは、ブロックポリマーは、（ポリ）エステル、（ポリ）ウレタン及び／又は（
ポリ）エーテルブロックの内の１つ以上が結合するオレフィン材料の１つのブロックを有
する。一実施形態において、本開示のオレフィンベースのブロックコポリマーは、Ａ－［
（Ｂ－Ｆn）］m及びＡ－Ｆn［式中、Ａは、オレフィンブロックを表し、Ｂは、（ポリ）
エステル、（ポリ）ウレタン若しくは（ポリ）エーテルブロック又はそれらの組合せを表
し、Ｆは、コーティング組成物中における主要樹脂又は架橋剤と反応しない官能基であり
、ｍは、平均で約０．７から約１０、或いは約１．７から約２．２又は約１．９から約２
であり、ｎは、平均で２から４である］から選択される構造によって表すことができる。
【００２０】
　Ａブロックは、飽和又は実質的に飽和したオレフィンポリマーであり得る。一実施形態
において、Ａブロックは、実質的に直鎖状である。一般に、Ａブロックの炭素の約１５％
以下は、オレフィンポリマー主鎖に対してペンダントであるべきである。Ａブロックの炭
素の好ましくは１０％以下、より好ましくは８％以下は、オレフィンポリマー主鎖に対し
てペンダントであるべきである。各Ｂブロックは、好ましくは、未変性オレフィンブロッ
クのヒドロキシル基１個につき平均で約０．５個から約２５個のモノマー単位、より好ま
しくは平均で約２個から約１０個、いっそうより好ましくは平均で約２個から約６個のモ
ノマー単位を含有することができる。単一の（ポリ）エステル、（ポリ）ウレタン又は（
ポリ）エーテルブロックにおいて、モノマー単位は、同じであるか、又は異なるモノマー
単位が存在することができる。例えば、（ポリ）エーテルブロックは、１個以上のエチレ
ンオキシド単位及び１個以上のプロピレンオキシド単位を有することができる。
【００２１】
　オレフィンポリマー及びブロックコポリマーの両方において、利用されるヒドロキシル
官能性オレフィンポリマーは、好ましくは、ブタジエンとエチレン、プロピレン、１，２
ブテン及びこれらの組合せとのヒドロキシル官能性水素化ポリマーである。オレフィンポ
リマーは、好ましくは約１０００から約１００００、より好ましくは約１０００から約５
０００、いっそうより好ましくは約１０００から約３５００まで、なおより好ましくは約
１５００から約３５００までの数平均分子量を有することができる。また、オレフィンポ
リマーは、好ましくは、分子１個につき平均で少なくとも１個のヒドロキシル基を有する
。オレフィンポリマーは、分子１個につき平均で約０．７個から約１０個のヒドロキシル
基、より好ましくは分子１個につき平均で約１．７個から約２．２個のヒドロキシル基、
なおより好ましくは分子１個につき平均で約２個のヒドロキシル基を有することができる
。ヒドロキシル官能性オレフィンポリマーは、末端ヒドロキシル基及び約１０００から約
３０００のヒドロキシル当量を有することができる。これらの材料のために、約１．２未
満、特に約１．１以下の分子量多分散度が好ましい。
【００２２】
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　オレフィンポリマーは、好ましくは、少なくとも１個のヒドロキシル基を有する低分子
量ポリ（エチレン／ブチレン）ポリマーである。他の一実施形態において、ポリオレフィ
ンポリオールは、水素化ポリブタジエンである。かかる水素化ポリオレフィンポリオール
は、ＰＯＬＹＴＡＩＬ（商標）Ｈを含む、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃ
ｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ、Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ（日
本　東京）からの商標ＰＯＬＹＴＡＩＬ（商標）の下で入手可能なものである。
【００２３】
　一実施形態において、ブロックコポリマーは、（ポリ）エステル末端ブロックを有する
オレフィンベースのポリマーを形成するためにラクトン又はヒドロキシカルボン酸と反応
することによってヒドロキシ官能性オレフィンポリマーから形成される。活性水素によっ
て開環され得るラクトンは、当該技術分野において公知である。適切なラクトンの例とし
ては、限定されるものではないが、ε－カプロラクトン、γ－カプロラクトン、β－ブチ
ロラクトン、β－プロピオラクトン、γ－ブチロラクトン、α－メチルα－ブチロラクト
ン、β－メチル－γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン、δ－バレロラクトン、γ－
デカノラクトン、δ－デカノラクトン、γ－ノナノラクトン、γ－オクタノラクトン及び
これらの組合せが挙げられる。
【００２４】
　ラクトン開環反応は、典型的には高温下（例えば、８０～１５０℃）で行われる。反応
物が液体である場合、溶媒は必要でない。しかし、反応物が液体である場合でも、溶媒は
、反応のための良好な条件を促進する際に有用であり得る。極性及び非極性有機溶媒の両
方を含む任意の非反応性溶媒を用いることができる。有用な溶媒の例としては、限定され
るものではないが、Ｓｏｌｖｅｓｓｏ１００（混合炭化水素溶媒）、Ｓｏｌｖｅｓｓｏ１
５０（混合炭化水素溶媒）、ナフサ、メチルプロピルケトン、メチルエチルケトン、メチ
ルイソブチルケトントルエン、キシレン等及びかかる溶媒の組合せが挙げられる。触媒を
利用することができる。有用な触媒としては、限定されるものではないが、プロトン酸（
例えば、オクタン酸、Ａｍｂｅｒｌｙｓｔ（登録商標）１５（Ｒｏｈｍ　＆　Ｈａａｓ）
）及びスズ触媒（例えば、オクタン酸第一スズ）が挙げられる。別の場合、ラクトン環と
反応する分子上にヒドロキシル基のナトリウム塩を形成することによって、反応を開始す
ることができる。
【００２５】
　また、ヒドロキシル官能性オレフィンポリマーと反応する化合物として、ラクトンの代
わりに又はラクトンと組合せて、ヒドロキシカルボン酸を用いて、エステルブロックを提
供することもできる。有用なヒドロキシカルボン酸としては、限定されるものではないが
、ジメチルヒドロキシプロピオン酸、ヒドロキシステアリン酸、酒石酸、乳酸、２－ヒド
ロキシエチル安息香酸、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）エチレンジアミン三酢酸及びこれ
らの組合せが挙げられる。
【００２６】
　反応は、典型的なエステル化条件下で、例えば室温から約１５０℃までの温度で、触媒
、例えば、カルシウムオクトエート、水酸化カリウム等の金属水酸化物、Ｉ族又はＩＩ族
金属、例えばナトリウム又はリチウム、金属カーボネート、例えば炭酸カリウム又は炭酸
マグネシウム（クラウンエーテルと組合せた使用によって増強され得る）、有機金属酸化
物及びエステル、例えばジブチルスズオキシド、オクタン酸第一錫及びカルシウムオクト
エート、金属アルコキシド、例えばナトリウムメトキシド及びアルミニウムトリプロポキ
シド、硫酸等のプロトン酸等と共に行うことができる。反応は、室温で、Ａｍｅｒｌｙｓ
ｔ－１５（登録商標）（Ｒｏｈｍ　＆　Ｈａａｓから入手可能）等のポリマー担持触媒と
共に行うこともできる。
【００２７】
　同様に、ジヒドロキシ及びジカルボン酸化合物によりポリエステルセグメントを生成す
ることができるが、得られるブロックコポリマーの多分散度を増加させるために、これら
の化合物を含む反応の傾向のため、かかる化合物を避けることが好ましい。使用する場合
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、これらの化合物は、限定量で使用するべきであり、好ましくは、ラクトン又はヒドロキ
シカルボン酸反応物が完全に反応した後にのみ使用するべきである。
【００２８】
　ラクトン若しくはヒドロキシカルボン酸又はオキシラン化合物との反応は、Ｂブロック
として少なくとも１個のモノマー単位を付加し、好ましくはオレフィンポリマーの鎖延長
をもたらす。特に、（ポリ）エステル及び／又は（ポリ）エーテルブロックは、コーティ
ングの硬化中における末端官能基の極性及び効果的な反応性に影響を及ぼすと考えられる
。
【００２９】
　また、（ポリ）エステル及び／又は（ポリ）エーテルブロックによって、オレフィンベ
ースのブロックコポリマーは、典型的な硬化性コーティング組成物の成分とより相溶性と
なる。前記延長の量は、反応のために利用可能なアルキレンオキシド、ラクトン及び／又
はヒドロキシカルボン酸のモルに依存する。オレフィンポリマー並びにアルキレンオキシ
ド、ラクトン及び／又はヒドロキシ酸の相対量を変化させて、鎖延長の程度を制御するこ
とができる。ラクトン環、オキシラン環及び／又はヒドロキシカルボン酸とヒドロキシル
基との反応によって、エーテル又はエステル及び新しく得られるヒドロキシル基が形成さ
れ、それらは次いで他の利用可能なモノマーと反応することができ、このようにして所望
の鎖延長をもたらす。本発明の開示において、オレフィンポリマー上のヒドロキシルの各
当量に対するオキシラン、ラクトン及び／又はヒドロキシカルボン酸の当量は、約０．５
から約２５、又は約１から約１０、又は約２から約６である。特定の一実施形態において
、オレフィンポリマー上のヒドロキシルの各当量に対して約２．５当量のラクトンを反応
させる。
【００３０】
　本開示の他の一実施形態において、末端ヒドロキシル基を有するポリオレフィンをオキ
シラン含有化合物と反応させて（ポリ）エーテル末端ブロックを生成させる。オキシラン
含有化合物は、好ましくはアルキレンオキシド又は環状エーテルであり、とりわけ好まし
くはエチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、テトラヒドロフラン及
びこれらの組合せから選択される化合物である。アルキレンオキシドポリマーセグメント
としては、限定されるものではないが、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、１，２
－シクロヘキセンオキシド、１－ブテンオキシド、２－ブテンオキシド、１－ヘキセンオ
キシド、ｔｅｒｔ－ブチルエチレンオキシド、フェニルグリシジルエーテル、１－デセン
オキシド、イソブチレンオキシド、シクロペンテンオキシド、１－ペンテンオキシド及び
これらの組合せの重合生成物が挙げられる。オレフィンベースのポリマーのヒドロキシル
基は、塩基触媒アルキレンオキシド重合のための開始剤として機能する。前記重合は、例
えば、ヒドロキシル基末端オレフィンポリマー及び触媒量の苛性アルカリ、例えば水酸化
カリウム、ナトリウムメトキシド又はカリウムｔｅｒｔ－ブトキシドを投入し、十分な速
度でアルキレンオキシドを加えてモノマーを反応に利用可能なものに維持することによっ
て行うことができる。２種類以上の異なるアルキレンオキシドモノマーは、同時に添加す
ることによってランダム共重合させることができ、逐次的な添加によりブロック内におい
て重合させることができる。
【００３１】
　テトラヒドロフランは、公知の条件下で重合して繰り返し単位［ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2

Ｏ］－－を形成する。テトラヒドロフランは、ＳｂＦ6
-、ＡｓＦ6

-、ＰＦ6
-、ＳｂＣｌ6

-

、ＢＦ4
-、ＣＦ3ＳＯ3

-、ＦＳＯ3
-及びＣｌＯ4

-等の対イオンを用いてカチオン性開環反
応により重合させることができる。開始は、三級オキソニウムイオンの形成による。ポリ
テトラヒドロフランセグメントは、「リビングポリマー」として製造することができ、オ
レフィンポリマーのヒドロキシル基との反応により終端化させることができる。
【００３２】
　例えばオレフィンポリマー上のヒドロキシル官能基と無水物官能性化合物とを反応させ
て酸官能基を提供することにより、いずれかの型のポリオレフィンポリマー上における非
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反応性官能基を提供することができる。適切な無水物官能性化合物としては、多カルボン
酸から誘導される環状無水物が挙げられ、ここで酸基の内の少なくとも２つがβ又はγ（
１，２又は１，３）に位置して環状無水物及び水を生じる脱水反応を介して環状無水物を
形成する。また、環状無水物は、他の酸基又はハロゲン基又は１個から１８個の炭素の鎖
長の脂肪族、オリニック（不飽和炭素鎖）、脂環式若しくは芳香族側鎖を含むことができ
る。これらは、環状無水物の形成を妨げてはならない。これらの例としては、トリメリッ
ト酸無水物、ヘキサヒドロフタル酸無水物、フタル酸無水物、テトラヒドロフタル酸無水
物、ヘキサヒドロフタル酸無水物、メチルヘキサヒドロフタル酸無水物、マレイン酸無水
物、コハク酸無水物、グルタル酸無水物、２－ドデセン－１－イルコハク酸無水物及びド
デセニルコハク酸無水物が挙げられる。無水物の混合物を用いることもできる。ポリオレ
フィンハロゲン化物を形成し、次いでそのハロゲン化物と硫化水素ナトリウムとを反応さ
せることによって、チオール官能基が得られる。
【００３３】
　別の一実施形態においては、ヒドロキシ官能性オレフィンポリマーをイソシアネート官
能性プレポリマーと反応させることができる。イソシアネート官能性プレポリマーは、多
官能性イソシアネートと、ポリオール、ポリアミン、ヒドロキシアミン及びそれらの組合
せから成る群から選択される官能基を有する化学量論量未満の二官能性鎖延長材料との反
応によって作製され得る。別の場合、又は更に、多官能性イソシアネートを、ヒドロキシ
又はアミン基と反応条件下でイソシアネートに本質的に不活性の更なる官能基とを含む１
種以上のキャッピング剤と反応させることができる。使用するキャッピング剤の量は、利
用可能なイソシアネートの化学量論量未満でなければならない。望ましくない分子量成長
及び／又はゲル化を防止するため、イソホロンジイソシアネート、ヘキサンジイソシアネ
ート、トルエンジイソシアネートが挙げられるがそれらに制限されないジイソシアナート
等のポリイソシアネートが効果的である。ほとんどの場合、鎖延長剤は二官能性である。
鎖延長剤の非限定的な例としては、２－エチル－ヘキサン－１，３－ジオール、１，６－
ヘキサンジアミン及び６－アミノ－ヘキサン－１－オールがある。これらの鎖延長剤は、
ポリイソシアネートとの反応の前に延長され得る。非限定的な例としては、１，６－ヘキ
サンジオールとラクトンとの反応がある。キャッピング剤の非限定的な例としては、ヒド
ロキシアルキルカルバメート、例えばヒドロキシプロピルカルバメート、１－ヒドロキシ
－ペンタン酸及び１－ヒドロキシ－ブチルアミドがある。これらのキャッピング剤は、ラ
クトンとの反応によって延長され得る。
【００３４】
　接着促進剤のオレフィンベースのポリマーは、総ビヒクル質量に対して約０．０１から
約３０質量％の量でコーティング組成物において用いることができる。別の場合、接着促
進剤ポリマーは、総ビヒクル質量に対して約３から約３０質量％又は約５から約２０質量
％の量で用いることができる。本明細書において用いられる「ビヒクル」は、フィルム形
成樹脂及びポリマー、架橋剤、他の反応性成分、例えばオレフィンベースのブロックコポ
リマー、塩素化ポリオレフィン及び他の反応性又は非反応性樹脂又はポリマー成分、例え
ばアクリルミクロゲルが挙げられるコーティング組成物の樹脂及びポリマー成分であると
理解される。
【００３５】
　理論によって束縛されることが意図されるものではないが、基材へのコーティングの接
着をもたらすメカニズムは、オレフィン又はＴＰＯ基板界面へのオレフィンベースのポリ
マー又はブロックコポリマーの移行及びオレフィン又はＴＰＯ基材との相互作用を含むと
考えられる。前記移行又は相互作用は、コーティング組成物を硬化させるために加えられ
る熱等の熱を加えることによって容易になると考えられる。主要樹脂及び架橋剤の方への
オレフィンベースのポリマー又はコポリマー上の官能基の非反応性は、コーティングとオ
レフィン又はＴＰＯ基材との接着をもたらすために利用可能な官能基を残すと考えられる
。前記基の水素供与体／受容体の性質が置換ポリオレフィンポリマーの接着性を増強する
と考えられる。前記基がコーティング組成物における主要樹脂又は架橋性樹脂との反応に
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対して本質的に不活性であるので、前記基は、最終コーティング系において本質的に未反
応で変化していないままである。「本質的に未反応」又は「本質的に不活性」は、痕跡量
だけ、又は８％未満、好ましくは１％未満の官能基が主要樹脂又は架橋剤と反応すること
ができることを意味する。
【００３６】
　本開示のコーティング組成物は、多種多様なフィルム形成樹脂を含むことができる。典
型的には、少なくとも１種の架橋性樹脂が含まれる。樹脂は自己架橋することができるが
、典型的には、コーティング組成物は、塗膜形成樹脂上の官能基と反応性の１種以上の架
橋剤を含む。コーティング組成物のためのフィルム形成樹脂は、典型的には、例えば、限
定されるものではないが、ヒドロキシル、カルボキシル、カルバメート、尿素、エポキシ
（オキシラン）、第一級又は第二級アミン、アミド、チオール、シラン等及びこれらの組
合せ等の官能基を有する。フィルム形成樹脂は、限定されるものではないが、アクリルポ
リマー、ビニルポリマー、ポリウレタン、ポリエステル（アルキドを含む）、ポリエーテ
ル、エポキシ並びにこれらの組合せ及びグラフトコポリマーを含むコーティング組成物に
おいて用いられるものの内のいずれでもよい。また、ジヒドロキシ官能性ポリエステル、
アクリルポリマー又はポリエーテルがウレタン重合反応におけるモノマーとして用いられ
るポリエステル－ポリウレタン、アクリル－ポリウレタン又はポリエーテル－ポリウレタ
ン等、一方のポリマーがもう一方を形成する際のモノマーとして用いられるポリマーも含
まれる。有用なフィルム形成樹脂としては、アクリル、ポリウレタン及びポリエステルポ
リマーが挙げられ、アルキド及びこれらいずれかの混合物を含む。有用なアクリル樹脂と
しては、９５から２２５のヒドロキシル数を有するものが挙げられる。水性組成物の場合
、フィルム形成樹脂は、水中にて乳化又は分散する。一実施形態において、水性コーティ
ング組成物は、ポリウレタン及びアクリル樹脂の両方を含む。多くの参考文献に硬化性コ
ーティング組成物のためのフィルム形成ポリマーが記載されており、従って、これらの材
料は、本明細書において更に詳細に記載する必要はない。
【００３７】
　フィルム形成樹脂は、コーティング組成物の総固体ビヒクルの約５から約９９％、好ま
しくは約２０から約８０％の量で含まれ得る。
【００３８】
　コーティング組成物が硬化剤又は架橋剤を含む場合、架橋剤は、通常の硬化条件下でオ
レフィンベースのポリマー又はブロックコポリマーと非反応性である。硬化剤は、平均し
て、少なくとも約２個の架橋官能基を有する。適切な硬化剤としては、限定されるもので
はないが、活性メチロール又はメチルアルコキシ基を有する材料、例えばアミノプラスト
架橋剤又はフェノール／ホルムアルデヒド付加物、イソシアナート基を有する硬化剤、特
にブロックイソシアネート硬化剤；エポキシ基を有する硬化剤；及びこれらの組合せが挙
げられる。具体的な硬化剤化合物の例としては、メラミンホルムアルデヒド樹脂（モノマ
ー又はポリマーメラミン樹脂及び部分的又は完全アルキル化メラミン樹脂を含む）、ブロ
ック化又は非ブロック化ポリイソシアネート（例えば、トルエンジイソシアネート、ＭＤ
Ｉ、イソホロンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート及びこれらのイソシ
アヌレートトリマー（これらは例えばアルコール又はオキシムによってブロック化され得
る））、ウレア樹脂（例えば、尿素ホルムアルデヒド樹脂等のメチロール尿素、ブチル化
尿素ホルムアルデヒド樹脂等のアルコキシ尿素）、ポリ酸無水物（例えば、ポリコハク酸
無水物）、ポリシロキサン（例えば、トリメトキシシロキサン）及びこれらの組合せが挙
げられる。非ブロック化ポリイソシアネート硬化剤は、通常は二包装（２Ｋ）組成物中に
調合されるが、ここで硬化剤及びフィルム形成ポリマー（この場合、少なくともブロック
コポリマー）は、前記混合物のポットライフが比較的短いため塗布の直前にのみ混合され
る。硬化剤は、これらの組合せ、特にアミノプラスト架橋剤を含む組合せであってよい。
アミノプラスト樹脂としては、メラミンホルムアルデヒド樹脂又は尿素ホルムアルデヒド
樹脂が挙げられる。
【００３９】
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　本発明の開示の各種実施形態において、アミンは、コーティング層のための触媒として
使用され得る。例えば、二成分ウレタントップコートの場合、アミンは、揮発して、Ｒ－
ＮＣＯ＋Ｒ’－ＯＨ反応のための触媒を提供することができる。このポリマーのアミン塩
を用いて、水中においてポリマーに塩を加えて、水性接着コポリマーを形成することがで
きる。各種実施形態において、本発明の開示のためのアミン含有化合物は、ジメチルアミ
ノエタノール及びアミノメチルプロパノールから成る群から選択される。アミン含有化合
物は、典型的には、総ビヒクル質量に対して約１質量％から約２質量％の量で存在する。
【００４０】
　好ましくは、オレフィンベースのポリマー接着促進剤官能基上の官能基は、それがコー
ティング組成物中における主要樹脂又は架橋剤上の官能基と反応性でないように選択され
る。官能基は、主要樹脂及び架橋剤の官能基に対するその不活性に応じて、ヒドロキシル
基、酸基、チオール基、カルバメート基、尿素基、アミン基、フェノール基及びアミド基
並びにそれらの混合物から成る群から選択され得る。
【００４１】
　例えば、イソシアネート架橋剤又は樹脂がヒドロキシル官能性樹脂と共に用いられる場
合、接着促進剤上の官能基は、アミド、フェノール、カルバメート、酸及びそれらの混合
物から成る群から選択され得る。オレフィンベースの接着促進剤上の官能基は、例えば、
ポリヒドロキシル化ポリジエンポリマーの水素化によって生成されるヒドロキシル官能性
オレフィンポリマーと化合物とを反応させて、主要樹脂上のヒドロキシル官能基又は架橋
剤上のイソシアネート官能基と反応しない酸、チオール、カルバメート、尿素、アミンフ
ェノール又はアミド官能基を提供することによって得られる。
【００４２】
　例えば、エポキシ官能性主要樹脂及び酸架橋剤、又はエポキシ架橋剤と共に酸官能性主
要樹脂、又は紫外線照射硬化性主要樹脂及び架橋剤を用いる場合、接着促進剤上の官能基
は、アルコール、アミド、カルバメート、フェノール及び尿素並びにそれらの混合物から
成る群から選択され得る。
【００４３】
　メラミンホルムアルデヒド樹脂又は尿素ホルムアルデヒド樹脂等のアミノプラスト樹脂
は、ヒドロキシル、カルバメート及び／又は尿素官能基を有する樹脂のための架橋剤の具
体例である。架橋剤がアミノプラストである場合、接着促進剤上の官能基は、酸又はチオ
ールである。
【００４４】
　オレフィンベースのポリマー又はブロックコポリマー接着促進剤を含むコーティング組
成物は他の成分を更に含むことができ、前記他の成分としては、限定されるものではない
が、例えば、塩素化ポリオレフィン、更なる接着促進剤、特定の架橋剤の反応に適切な触
媒、水及び有機溶媒を含む溶媒、界面活性剤、安定剤、艶消し剤、湿潤剤、レオロジー調
整剤、分散剤、接着促進剤、顔料、充填剤、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン光安定剤、
シリコーン添加剤、通例のコーティング添加剤、並びにこれらの組合せが挙げられる。適
切な顔料及び充填剤としては、限定されるものではないが、導電性カーボンブラック顔料
及び導電性二酸化チタン顔料を含む導電性顔料；非導電性二酸化チタン及び炭素顔料、黒
鉛、ケイ酸マグネシウム、酸化第二鉄、ケイ酸アルミニウム、硫酸バリウム、リンモリブ
デン酸アルミニウム、アルミニウム顔料及び着色顔料が挙げられる。顔料及び、場合によ
って、充填剤は、典型的には、約０．１から約０．６、好ましくは約０．１から約０．２
５の顔料対結合剤比で含まれる。
【００４５】
　本開示の接着促進剤オレフィンベースのポリマーは、基材に直接塗布することができる
か、若しくは基材への直接の塗布のために、塩素化ポリオレフィン接着促進剤と組合せる
ことができるか、又は前記オレフィンベースのポリマーをコーティング組成物の成分とし
て用いることができる。接着促進剤は、次の基材へのコーティング層の優れた接着を提供
するために、ＴＰＯ等のオレフィン基材に特に有用である。前記オレフィンポリマーの使
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用は、ガソリン浸漬試験後のコーティング性能を向上させる。
【００４６】
　接着促進剤オレフィンベースのポリマーを塩素化ポリオレフィンと組合せる場合、湿気
暴露試験後に良好な接着性が得られる。塩素化ポリオレフィンの幾つかの非限定例は、米
国特許第４６８３２６４号；第５１０２９４４号；第５３１９０３２号に見出され得る。
塩素化ポリオレフィンは、当該本技術分野において公知であり、Ｓｕｐｅｒｃｈｌｏｎの
名称の下でのＮｉｐｐｏｎ　Ｐａｐｅｒ（日本　東京）；ＣＰＯの名称の下でのＥａｓｔ
ｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（テネシー州キングズポート）；及びＨａｒ
ｄｌｅｎの名称の下でのＴｏｙｏ　Ｋａｓｅｉ　Ｋｏｇｙｏ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｌｔｄ．
（日本　大阪）を含む様々な会社から市販されている。非塩素化接着促進剤の例としては
、Ｅａｓｔｍａｎ　ＣｈｅｍｉｃａｌのＡＰ－５５０－１が挙げられる。
【００４７】
　本開示のコーティング組成物は、総ビヒクル質量に対して、０から約２５質量％、及び
幾つかの実施形態において、約０．００１質量％から約２５質量％、又は約１．０から１
５．０質量％、又は１．０から１０．０質量％の量の塩素化ポリオレフィンを含むことが
できる。
【００４８】
　一実施形態において、コーティングは、ビヒクル成分としてオレフィンベースのブロッ
クコポリマー及び塩素化ポリオレフィンのみを含む又は本質的にオレフィンベースのブロ
ックコポリマー及び塩素化ポリオレフィンのみを含む溶液又は分散液のみを含む。この実
施形態において、プラスチック基材に接着促進剤をまず直接塗布し、次いでコーティング
組成物の層を塗布することが好ましい。コーティング層を「ウェットオンウェット」で塗
布することは当該技術分野において周知である。
【００４９】
　接着促進剤のこの実施形態のために、塗布された接着促進剤に１種以上のコーティング
組成物を「ウェットオンウェット」でコーティングし、次いで全ての層を一緒に硬化する
か、又は接着促進剤層は、任意の更なるコーティング層がコーティングされる前に部分的
に若しくは完全に硬化させることができる。接着促進剤が、例えば導電性カーボンブラッ
ク又は導電性二酸化チタンとして、当該技術分野において公知の方法に従って、導電性顔
料の有無にかかわらず利用される場合、これらの条件の内のいずれかの下で硬化すること
によって、次のコーティング層を静電塗装することができる。
【００５０】
　本発明の開示の接着促進剤ポリマー又はコポリマーの使用は、プライマー系の導電率を
増加させかつ使用量を減少させるか、又はコーティング組成物において使用される導電性
顔料を省く。導電率の向上により、静電スプレー系におけるトップコート転移効率が高ま
る。
【００５１】
　当該技術分野において公知の方法に従って、接着促進剤を導電性顔料、例えば導電性カ
ーボンブラック又は導電性二酸化チタンと調合する場合、更なるコーティング層を塗布す
る前に接着促進剤層を硬化させることにより、次のコーティング層を静電塗装することが
できる。
【００５２】
　接着促進剤ポリマーを様々なコーティング組成物に加えて、ＴＰＯを含むプラスチック
基材、特にオレフィン基材に対する優れた接着性を有するコーティング組成物を生成する
ことができる。ポリマー接着促進剤の組合せを用いることができる組成物としては、プラ
イマー、一層トップコート、ベースコート及びクリアコートが挙げられる。
【００５３】
　本開示の実施に使用される接着促進剤又はコーティング組成物は、硬化反応を増強する
ために触媒を含むことができる。例えば、アミノプラスト化合物、とりわけモノマーメラ
ミンを硬化剤として用いる場合、硬化反応を増強するために強酸触媒を利用することがで
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きる。かかる触媒は、当該技術分野において周知であり、限定されるものではないが、ｐ
－トルエンスルホン酸、ジノニルナフタレンジスルホン酸、ドデシルベンゼンスルホン酸
、フェニル酸ホスフェート、マレイン酸モノブチル、ブチルリン酸及びヒドロキシリン酸
エステルが挙げられる。強酸触媒は、しばしば、例えばアミンでブロック化される。本開
示の組成物において有用であり得る他の触媒としては、ルイス酸、亜鉛塩及びスズ塩が挙
げられる。
【００５４】
　溶媒を、本発明の開示の実施に用いられる接着促進剤又はコーティング組成物中に場合
により含むことができ、好ましくは少なくとも１種の溶媒が含まれる。一般に、溶媒は、
任意の有機溶媒又は水であってよい。多様な有機溶媒の内の１種以上を使用することが可
能である。１種又は複数種の有機溶媒は、通常の方法に従って、通常の要件によって選択
される。本発明の開示において、溶媒は、約０．０１質量パーセントから約９９質量パー
セントの量でコーティング組成物中に存在する。典型的には、溶媒は、有機溶剤系組成物
中において約５質量パーセントから約７０質量パーセント存在し、トップコート組成物に
ついては約１０質量パーセントから約５０質量パーセント存在する。好ましい一実施形態
において、コーティングは、４％未満のＨＡＰＳを有する。
【００５５】
　別の一実施形態において、溶媒は、水、又は水性分散液において用いられる典型的共溶
媒の内のいずれかと水との混合物である。オレフィン－ブロックコポリマーを水性組成物
中において用いる場合、前記ブロックコポリマー中に、材料の分散を助けるための少なく
とも１種のポリエチレンオキシドセグメント又はイオン性基を含むことが有利である。ポ
リエチレンオキシドセグメント又はイオン性基によって変性される場合、本開示のブロッ
クコポリマーは、場合により他の成分（架橋剤、添加剤等）と共に水中に分散させること
ができ、次いで接着促進剤として塗布されるか、又はブロックコポリマーの水性分散液と
して水性コーティング組成物に加えられる。別の場合、ブロックコポリマーは、フィルム
形成ポリマーと配合させ、次いでフィルム形成ポリマーと共に水中に分散させることがで
きる。後者の方法において、ブロックコポリマーは、親水性セグメントによって変性する
必要はないと考えられ、それよりも、安定分散液における成分を維持するために、フィル
ム形成ビヒクルに対するブロックコポリマーの親和性に依存する可能性がある。
【００５６】
　本開示のコーティング組成物は、当該技術分野において公知であるように、一成分（一
パッケージ若しくは１Ｋ）又は二成分（二パッケージ若しくは２Ｋ）組成物のいずれかと
して調合され得る。
【００５７】
　接着促進剤及びコーティング組成物は、当該技術分野において周知の多くの技術の内の
いずれかによって物品上にコーティングされ得る。これらとしては、限定されるものでは
ないが、スプレーコーティング、浸漬コーティング、ロールコーティング、カーテンコー
ティング等が挙げられる。自動車車両又は他の大型部品については、スプレーコーティン
グが好ましい。
【００５８】
　接着促進剤及び場合によって塩素化ポリオレフィンは、トップコートの光沢を実質的に
は変化させない量でトップコートコーティング組成物に加えることができる。一適用にお
いて、例えば、オレフィンベースのブロックコポリマーは、好ましくは外装用自動車部品
に適切な２０°光沢（ＡＳＴＭ　Ｄ５２３－８９）又は少なくとも８０のＤＯＩ（ＡＳＴ
Ｍ　Ｅ４３０－９１）を有する高光沢硬化コーティングを生成するトップコート組成物に
おいて利用される。
【００５９】
　他の一適用において、オレフィンベースのブロックコポリマーは、例えばある種の自動
車トリムピースをコーティングするための低光沢コーティングを生成するトップコート又
はプライマー組成物に含まれ得る。典型的な低光沢コーティングは、６０°の角度で約３
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０未満の光沢度を有する。低光沢は、１種以上の艶消剤を含むことによって達成され得る
。低光沢プライマー組成物は、例えば灰色又は黒色コーティングにおいて自動車トリムピ
ースをコーティングするためにしばしば用いられる。低光沢プライマーは、かかるトリム
ピースに塗布される唯一のコーティングであり得るため、好ましくは耐候性組成物である
。耐候性プライマーの場合、樹脂は耐光堅牢性であるように調合され、組成物は、通常の
光安定剤添加剤、例えばヒンダードアミン光安定剤、紫外線吸収剤及び抗酸化剤を含むこ
とができる。
【００６０】
　本開示のコーティング組成物を高光沢着色塗料コーティングとして用いる場合、顔料は
、任意の有機若しくは無機化合物又は着色材料、充填剤、金属若しくは他の無機フレーク
材料、例えばマイカ若しくはアルミニウムフレーク、及び当該技術分野において顔料と通
常名づけられる種類の他の材料を含むことができる。顔料は、通常、結合剤成分の総固体
質量に対して０．２％から２００％の量で組成物において用いられる（即ち、０．０２～
２の顔料対結合剤比）。前述したように、接着促進剤は、好ましくは、生成されたコーテ
ィングを更なるコーティング層の静電塗装に適切なものにする量で、少なくとも１種の導
電性顔料、例えば、導電性カーボンブラック顔料、導電性二酸化チタン、導電性黒鉛、導
電性シリカ系顔料、導電性マイカ系顔料、導電性アンチモン顔料、アルミニウム顔料又は
これらの組合せを含む。
【００６１】
　接着促進剤及びコーティング組成物は、約０．０１（約０．２５μｍ）から約５．０（
約１２７μｍ）ｍｉｌ等、当該技術分野に典型的な乾燥フィルム又は硬化フィルム厚を生
じる厚みで塗布され得る。接着促進剤層のための典型的な厚みは、約０．１（約２．５４
μｍ）から約０．５（約１２．７μｍ）ｍｉｌ、好ましくは約０．２（約５．０８μｍ）
から約０．４（約１０．１６μｍ）ｍｉｌである。プライマー層のための典型的な厚みは
、約０．５（約１２．７μｍ）から約２．０（約５０．８μｍ）ｍｉｌ、好ましくは約０
．７（約１７．７８μｍ）から約１．５（約３８．１μｍ）ｍｉｌである。ベースコート
層のための典型的な厚みは、約０．２（約５．０８μｍ）から約２．０（約５０．８μｍ
）ｍｉｌ、好ましくは約０．５（約１２．７μｍ）から約１．５（約３８．１μｍ）ｍｉ
ｌである。クリアコート層又は一層トップコートのための典型的な厚みは、約０．５（約
１２．７μｍ）から約３．０（約７６．２μｍ）ｍｉｌ、好ましくは約１．５（約３８．
１μｍ）から約２．５（約６３．５μｍ）ｍｉｌである。
【００６２】
　基材への塗布後、本開示の接着促進剤及びコーティング組成物を加熱し、基材との相互
作用を容易にして基材への塗布組成物の接着を進展させることができる。好ましくは、コ
ーテッド基材は、少なくともプラスチック基材の軟化温度のあたりに加熱される。接着促
進剤及びコーティング組成物は、好ましくは熱硬化される。硬化温度は、架橋剤に使用さ
れる特定のブロック基に応じて変化するが、それらは、一般に、１６０°Ｆ（約７１．１
℃）から２７０°Ｆ（約１３２．２℃）の範囲である。ＴＰＯ基材又は他のプラスチック
基材の反り又は変形を防止するために、硬化温度プロファイルを制御しなければならない
。本発明の開示による第１の化合物は、好ましくは、比較的低い硬化温度においても反応
性である。従って、一実施形態において、硬化温度は、好ましくは、２２５°Ｆ（約１０
７．２℃）から２７０°Ｆ（約１３２．２℃）であり、他の一実施形態においては、約２
６５°Ｆ（約１２９．４℃）以下の温度である。硬化時間は、使用する特定の部品及び物
理的パラメータ、例えば層の厚さに応じて変化するが、典型的な硬化時間は、１５から６
０分、好ましくは２０～３５分の範囲である。硬化条件は、特定のコーティング組成物及
び基材に依存し、直接の試験によって見出され得る。
【００６３】
　本開示のコーティング組成物は、特にオレフィン基材のコーティングに適しているが、
前記オレフィン基材としては、限定されるものではないが、ＴＰＯ基材、ポリエチレン基
材及びポリプロピレン基材が挙げられる。しかし、他の熱可塑性及び熱硬化性基材をコー
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ティングするためにコーティング組成物を用いることもでき、前記他の熱可塑性及び熱硬
化性基材としては、限定されるものではないが、ポリカーボネート、ポリウレタン及び柔
軟性基材、例えばＥＰＤＭゴム又は熱可塑性エラストマが挙げられる。かかる基材は、当
該技術分野において公知の方法、例えば、限定されるものではないが、射出成形及び反応
射出成形、圧縮成形、押出及び熱成形技術のいずれかによって形成され得る。
【００６４】
　本開示の材料及び方法を用いて、多種多様なコーティング物品を形成することができ、
前記コーティング物品としては、限定されるものではないが、機器部品、外装用自動車部
品及びトリムピース、並びに内装用自動車部品及びトリムピースが挙げられる。
【００６５】
　以下の実施例において本開示を更に記載する。これらの実施例は、単に例証となるだけ
であって、いかなる形であれ、記載されかつ主張される本開示の範囲を限定するものでは
ない。
【実施例】
【００６６】
　実施例
　第１表に示す通りの以下の調合物を有する対照コーティング組成物を調製するが；これ
らの値は、アミン及び他の添加剤の添加前に提供される。質量パーセントは、コーティン
グ組成物の非揮発性含有率として提供される。全ての部は、特に明記しない限り質量部で
ある。
【００６７】

【表１】

【００６８】
　第２表及び第３表に示される通りの１質量％又は２質量％のジメチルアミノエタノール
（ＤＭＥＡ）又はアミノメチルプロパノール（ＡＭＰ）を更に含む、第１表に示す通りの
対照調合物に従って、更なるコーティング組成物を調製する。約１質量％のアミン含有化
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合物の添加は約９０％の中和度を提供するが、約２質量％のアミン含有化合物の添加は約
１８０％の中和度を提供する。材料を一緒に混合し、適切な粒径に粉砕することによって
、コーティング組成物を調製する。湿式塗料抵抗を、第２表に記載されるように記録する
。好ましくは、かかる接着促進剤を有するコーティング組成物は、約１．５Ｍｏｈｍ未満
、より好ましくは約１Ｍｏｈｍ未満の湿式塗料抵抗を提供する。次いで、コーティングを
ＴＰＯ基材に塗布し、第３表に記載されるように乾燥フィルム抵抗を評価する。好ましく
は、かかる接着促進剤を有するコーティング組成物は、約０．０２Ｍｏｈｍ未満、より好
ましくは約０．０１Ｍｏｈｍ未満の乾燥フィルム抵抗を提供する。
【００６９】
【表２】

【００７０】
【表３】

【００７１】
　上記データに表されるように、少量のジメチルアミノエタノール及び／又はアミノメチ
ルプロパノールの添加は、塗料湿式抵抗及び乾燥フィルム抵抗を劇的に向上させる。湿式
塗料抵抗のかかる向上は、プラスチック部品への接着促進剤の転移効率を増強させるが、
乾燥フィルム抵抗の向上は、下塗部分へのトップコートの転移効率を増強させる。更に、
適切に調合するならば、アミン含有化合物を、コーティング組成物層の形成における触媒
として用いることができる。例えば、二成分ウレタントップコートにおいて、アミンは、
揮発することができ、Ｒ－ＮＣＯ（イソシアネート）＋Ｒ’－ＯＨ（アルコール）反応の
ための触媒の役割を果たす。
【００７２】
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　本開示を、その各種実施形態を参照して詳細に記載した。しかし、本開示の精神及び範
囲の中で変形及び変更を為すことができることを理解すべきである。
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